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新小学校学習指導要領と体育における今後の課題
石井 裕明
今回の改訂の第１のねらいは、「確かな学力」を形成することであった。国際社会にお
ける我が国の問題を背景に学校教育のアカウンタビリティが問われ、学校はすべての子ど
もたちにどのような学習内容をどこまで習得させようとしているのかを説明する必要性に
迫られた。
体育では、中央教育審議会の「健やかな体をはぐくむ教育の在り方に関する専門分科
会」において体育科が保障できる学習内容のミニマムが検討され、体育科の運動領域の指
導内容（学習内容）が具体的に記述された。これにより、学校教育において体育科が存在
する根拠を明確にし、アカウンタビリティに応えようとしたのである。
しかしながら、いくつかの問題がある。一方は、技能的な成果習得とあわせて知的な成
果習得を如何にして実現するかであり、他方は「体育嫌いを如何につくらないか」である。
これに対し教員養成においては、十分な教材解釈力と指導性を身につけさせる必要がある
と考える。
１．学習指導要領改訂の背景
２００６年１２月に教育基本法が約６０年ぶりに改正され、２１世紀を切り拓く心豊かでたく
ましい日本人の育成を目指すという観点から、これからの教育の新しい理念が定めら
れた。また、２００７年６月の学校教育法の一部改正では、教育基本法改正を受けて新た
に義務教育の目標が規定されるとともに、各学校段階の目的・目標規定が改正された。
学習指導要領は、学校教育法に規定する目的・目標規定に従って、文部科学大臣が定
めることとなっている（学校教育法第３３条、第４８条、第５２条等）。このため、今回の
学習指導要領改訂は、これらの法改正を十分踏まえる必要があった。
学習指導要領は、教育課程の編成、各教科等の、目標や内容、授業時数の取り扱い、
指導計画作成の配慮事項などに関する国の基準であり、学校教育法に準じた学校教育
法施行規則に基づいて定められている。また、文部科学省からは学習指導要領の趣旨
や内容を説明した解説が発行されている。この学習指導要領および学習指導要領解説
に基づき、それぞれの学校や教師が教育活動を展開することになる。
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今回の改訂の第１のねらいは、「確かな学力」を形成することであった。前回の学
習指導要領（１９９８年１２月告示）に対しては、告示直後から、「ゆとり教育」や「学習
内容の厳選」という基本方針に批判の声があった。加えてＯＥＣＤの学習到達度調査
（Programme for International Student Assessment : PISA）やＩＥＡの国際数学・理科教
育動向調査（Trends in International Mathematics and Science Study : TIMSS）によって
「日本の児童・生徒の学力低下傾向」が示されたことで追い討ちをかける結果となっ
た。また、学習指導要録の改定に伴い、絶対評価が導入され、明確な学習内容の設定
およびそれらの実現が重要な課題となったことも、学力重視の契機となった。さらに、
学校教育のアカウンタビリティが問われ、学校はすべての子どもたちにどのような学
習内容をどこまで習得させようとしているのかを説明する必要性に迫られた。このよ
うな一連の要請が、今回の改訂の背景にあった。
体育では、中央教育審議会の「健やかな体を育む教育の在り方に関する専門分科
会」において体育科が保障できる学習内容のミニマムが検討され、体育科の運動領域
の指導内容（学習内容）が具体的に記述された。これにより、学校教育において体育
科が存在する根拠を明確にし、アカウンタビリティに応えようとしたのである。
２．体育科の主な改善点
小学校学習指導要領解説体育編（２００８）においては、中教審答申（２００７）を受けて
次の５つの方針により改訂が行われた（p．５）。
①生涯にわたって運動に親しむ資質や能力の基礎を培う観点を重視し、各種の運動の
楽しさや喜びを味わうことができるようにするとともに、児童の発達段階を踏まえ
指導内容の明確化を図ること。
②指導内容の確実な定着を図る観点から、運動の系統性を図るとともに、運動を一層
弾力的に取り上げることができるようにすること。
③体力の向上を重視し、「体つくり運動」の一層の充実を図るとともに、学習したこ
とを家庭などで生かすことができるようにすること。
④保健については、身近な生活における健康・安全に関する基礎的な内容を重視し、
指導内容を改善すること。
⑤また、健康な生活を送る資質や能力を培う観点から、系統性のある指導ができるよ
う健康に関する内容を明確にすること。
これらによって改訂された小学校学習指導要領の改善点を次のように整理した。
２．１ 目標および内容
これまでの「楽しい体育」の実践においては、それぞれの運動の特性にふれ、楽し
さを経験させることが強調され、技能的目標および体力的目標の位置づけが曖昧で
あった。２００８年要領では、１９９８年要領と同様に、「心と体の一体化」と生涯スポーツ
に向けての能力育成の重視を踏襲しながらも、技能的目標、体力的目標、社会的目標
をより確実に達成するために、技能（体力を含む）、態度（規範的態度および愛好的
態度）、思考・判断（中学校および高校では「知識、思考・判断」）の教科内容が具体
的に記述され、目標と内容との一貫性が一層明瞭になった（図１）。
東北文教大学・東北文教大学短期大学部紀要 第２号
―４２―
図１．「身体能力」、「態度」、「知識、思考・判断」の関係図（文部科学省，２０１１）
体力と運動技能により形成される身体能力（できる）、知識（わかる）に基づいた
思考・判断（活用する）、規範的及び情緒的態度（身に付く）の３つの枠組みに整理
し、これらをバランスよく習得させることを打ち出した。これまでと大きく異なる点
は、体力と技能を「身体能力」という概念でとらえるようになったことと、「身体能
力」、「態度」、「思考・判断」の指導内容の基礎として「知識」が位置づけられたこと
である。ただし、小学校の運動学習の段階で知識の側面を強調した授業が展開される
と、運動の楽しさが損なわれる可能性があることや実際の学習内容が運動技術の認識
及びルール・マナー・エチケットの社会的行動の認識等の実践的知識であることから、
独立した領域として位置づけずに、「思考・判断」に包含された。
２．２ カリキュラム構成
中教審の健やかな体を育む教育の在り方に関する専門部会、いわゆる「健やかな
体」専門部会では、小学校第１学年から高等学校第３学年までの１２年間における体育
カリキュラムの構造化を図るための審議がなされた（高橋，２００８）。その結果、４年
ごとに「各種の運動の基礎を培う時期」（小学校第１学年から第４学年）、「様々な運
動を体験する時期」（小学校第５学年から中学校第２学年）、「生涯スポーツに向け運
動を選択し深めていく時期」（中学校第３学年から高等学校第３学年）の３期から構
成されている（表１）。
さらに、体育の標準授業時数においては、小学校第１学年では年間１０２時間、小学
校第２学年から第４学年までが年間１０５時間、第５学年および第６学年は９０時間であ
る。子どもの体力低下傾向が問題となっていることや確かな学力の習得を踏まえ、運
動の楽しさや基本となる体の動きの習得が重要となる小学校低学年および中学年では、
年間授業時数が従前よりも概ね１５時間増加した（表２）。
表３は新旧の学習指導要領に示された体育の運動領域内容である。４年ごとのカリ
キュラムの内容を２年間ユニットで示し、いずれかの学年で取り上げて指導できるよ
うにした。このことにより、同じ運動種目を毎学年繰り返して指導する必要がなく
なったことで、１つの単元に多くの時間を配当できるようになり、学習内容の確実な
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表１．体育の運動領域・保健体育の体育分野を構成している領域
表２．学校教育法施行規則における小学校体育科の授業時数の比較
習得を可能にした。これまでの学習指導要領には学習内容がふんだんに盛り込まれて
いたため、学習内容を配当学年ごとに指導するには小単元や細切れ単元にならざるを
得ず、確実な学習内容の習得が困難であった。一方で先行研究（佐藤，２００９）によれ
ば個人的な運動種目においても最低８または９時間確保する必要が示唆され、大単元
の構成が可能なカリキュラム構成が求められていた。あわせて、すべての運動領域に
おいても運動経験を通して体力の向上を図ることができるよう具体化・体系化がなされた。
２．３ 各領域の改善
（１）体つくり運動
これまで約３０年間、個人的な運動遊びの領域として低・中学年で取り扱われてきた
「基本の運動」の領域について、高学年への系統性が不明確であることおよび発達段
階と必ずしも一致しないとの指摘から内容から領域への変更および他の運動領域の内
容への分配により削除された。一方で、子どもの体力低下傾向や運動習慣の二極化傾
向、就学前の子どもたちの体力低下への懸念に対する方策として体力重視の方針が指
導内容として具体化された。「体つくり運動」の領域を低学年から位置づけ、小学校
の全学年において指導することとなった。あわせて、すべての運動領域においても運
動経験を通して体力の向上を図ることができるよう改善がなされた。
低・中学年では児童の発達特性に対応して「体ほぐしの運動」と「多様な動きをつ
くる運動（低学年は運動遊び）」の内容で構成され、高学年は従前のとおり「体ほぐ
しの運動」と「体力を高める運動」で構成されている。なお、基本の運動の内容であっ
た「用具を使った運動」および「力試しの運動」は多様な動きをつくる運動（遊び）
の具体的な内容として位置づけられた。
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表３．２００８年学習指導要領と１９９８年学習指導要領の比較
（２）器械運動系
運動の系統性を明確にするため、従前基本の運動の内容であった「器械・器具を
使っての運動遊び」を領域に改め低学年に位置づけた。また、「器械運動」はこれま
で「原則として第４学年で指導する」となっていたが、この運動に対する児童の適時
性を考慮して、取り扱いを早め第３学年からとした。
（３）陸上運動系
低学年においては、「走・跳の運動遊び」を領域とし、内容は「走の運動遊び」お
よび「跳の運動遊び」から構成される。中学年は「走・跳の運動」を領域とし、「か
けっこ・リレー」「小型ハードル走」「幅跳び」および「高跳び」の内容で構成されて
いる。これらの変更により、高学年の「陸上運動」への系統性が示された。
（４）水泳系
水泳はこれまで「原則として第４学年で指導する」とされていたが、中学年段階で
の泳力達成度が低いことから、取り上げを遅らせて第５学年からとなった。一方で、
低学年に「水遊び」領域、中学年に「浮く・泳ぐ運動」領域が位置づけられ、高学年
の「水泳」への系統性が明確化された。これに加え、補助具を効果的にもちいて浮く・
泳ぐ技能の確かな習得をさせることが明示された。高学年の「水泳」の内容はこれま
でと同様であるが、「内容の取り扱い」で「水中からのスタートを指導する」こと及
び「背泳ぎを加えて指導できる」ことが示唆された。
（５）ボール運動系
低学年の「ボールゲーム」および「鬼遊び」から、中学年・高学年の「ゴール型」
「ネット型」「ベースボール型」で構成されるようになった。特定のスポーツ種目に
とらわれず、様々な種目の価値観を見いだして、ボール運動を楽しむための共通した
技能（on the ball skill）や戦術の能力（off the ball movement）を育成することの必要性
が示された。これらのカテゴリーに属するボール運動は、特に「ボールをもたない動
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き」の観点からみて学習内容に類似性があると考えられた。それぞれの型の中でどの
ような種目を取り扱うかが問題となるが、中学年では種目指定はなく、いろいろな易
しいゲームが例示されている。しかし、高学年においては、「ゴール型」ではバスケッ
トボールとサッカーを、「ネット型」ではソフトバレーボールを、「ベースボール型」
ではソフトボールを取り扱うものとしている。ただし、これらのボール運動に替えて
それぞれの型に属するその他の運動の指導が可能である。
（６）表現運動系
低学年においては、「表現リズム遊び」が領域となり、リズム遊びの内容に「簡単
なフォークダンス」を含めることが明示された。表現の技能内容を、具体的な題材例
および具体的な内容を示し明確化した。
（７）保健
保健領域については、身近な生活における健康・安全に関する基礎的な内容を重視
して、指導内容の改善が図られた。また、健康な生活を送る資質や能力を培う観点か
ら、系統性のある指導ができるよう健康に関する内容が明確にされた。
その改善の中で、新たな内容として、「毎日の生活と健康」において、健康の状態
を主体の要因と環境の要因で捉えることについて、「けがの予防」では、身の回りの
生活の危険が原因となって起こるけがの防止について、「病気の予防」においては、
地域の様々な保健活動について、がそれぞれ加えられた。
３．課 題
今回の改訂において中学年段階での泳力達成度が低いことから、取り上げを遅らせ
て第５学年からとなった水泳はつまずきが多い。高学年において指導要領解説に例示
のあるクロールおよび平泳ぎの技能の獲得には中学年段階までに伏臥姿勢での浮く
（伏し浮き）技能の獲得が不可欠である。伏し浮きについて児童期を対象とした指導
書には「腕で耳の後ろをはさみ（浜田，２００９）」や「耳の後ろで、頭をひじで挟むよ
うにして（橋ら，２０１０）」と述べられている。しかしながら、この姿勢（ストリー
ム・ライン）をとるためには肩関節の屈曲可動域に柔軟性および脊柱起立筋群の動員
が求められ、初心者（beginnerもしくは Non swimmer）には難易度が高いと考えられ
る。むしろ、「腕で耳を挟む」とアドバイスすることで、児童にとっては容易にスト
リーム・ラインをとることができるようになる。また、陸上でこの姿勢が取れたとし
ても水の中ではへの字形になる初心者が多い。への字姿勢は頭部の水没が大きくなる
とともに浮心が後方へ移動する。これによって、推進力を得るための腕の自由度が大
きく低下し、泳ぐ技能獲得の難易度を増加させることになる（図２）。教師は「人は
なぜ浮くのか」、「なぜ泳げるのか」などを理解する必要がある。
以上のことをふまえ、今回の改訂における特徴および今後の課題を次のようにまと
めた。
第１に内容の明確化・系統化である。学習指導要領解説にはこれまで以上に具体的
な例示がなされ、発達段階に応じて体育科が保障する学習内容を明らかにしたことで、
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図２．理想的なストリーム・ラインと初心者のストリーム・ライン
その学習内容を確実に習得させることが教師に求められた。しかしながら、内容の増
加に授業時数の増加が見合っていないため、「わからない」または「できない」児童
の増加が懸念されている（子安，２０１１）。実践においては、習得すべき学習内容を技
能的な成果に絞り込みすぎて、教師が一方的な指導をすることで、他方の学習内容で
ある問題解決を目指した学び方が習得できない可能性がある。
第２に、これまでの教科目標である「運動に親しむ資質や能力を育てる」を「生涯
にわたって運動に親しむ資質や能力の基礎を育てる」に改め、生涯スポーツの理念の
一層の強調と小学校教育がその基礎であると位置づけられたことである。体育授業の
みで十分な体力の保障は極めて困難であることから、体力向上に向けて家庭や地域と
の連携が重要な課題となる。体力づくりにおいては、学習した成果を家庭や地域の活
動として授業以外での生活場面への広がりが可能な授業展開が求められている。あわ
せて問題となるのが「体育嫌いを如何につくらないか」である。多くの子どもたちに
運動や体育が好まれる一方で、運動や体育が嫌いという子どもがいることも事実であ
る（杉山，２０１１）。これに対し教員養成においては、体育嫌い形成のプロセスを十分
に理解し、インストラクターとしての側面だけではなく、プランナー、オーガナイ
ザー、アドバイザー、カウンセラーとしての側面を身につけさせる必要があると考え
る。
これらのことから、現行学習指導要領の体育において教師は、教材についての深い
理解及び「わからない」または「できない」児童に対する指導力がより一層求められ
ていると考える。
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